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○本計画では、わかりやすさと読みやすさを考慮し、計画年度についても「平成」を使用しています。元号の変更があった場合は、変更後の元号および年度に読み替えることとしています。
○第２章において、出典を「資料」として明記していない図表の出典は、平成29年３月「障害者計画・障害福祉計画策定実態調査結果報告書」であり、調査対象者の名称を下表のように略しています。なお、図表のｎは、回答者数を表しています。
	調査対象者の名称
	略　称

	身体障害者手帳所持者
	身体障がい

	療育手帳所持者
	知的障がい

	精神障害者保健福祉手帳所持者
	精神障がい

	特定医療費（指定難病）受給者証所持者
	指定難病

	上記を所持している障がいのある児童
	障がい児


　　　　　　　　 
